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1 市町村の出先機関について  
2 札幌市の「まちづくりセンター」について  























1 市町村の出先機関について   
（1）法に規定する支所・出張所   
支所・出張所は、市町村の長の権限に属する事務の全般にわたっ  
て地域的に分掌する「総合出先機関」として、地方自治法第155条  


































たものであると言ってよいであろう。   
なお、当初の規定では支所しかなく、昭和25年の地方自治法改正  























































2 札幌市の「まちづくりセンター」について   










（2）まちづくリセンター設置の経緯   
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設ける」こととした14。   
これに基づき、平成16年4月、連絡所は「まちづくりセンター」  
へ名称変更され、事務分掌においても地域内のネットワーク形成支  
















については業者に委託できるようにした。   
















いる。   
（1）まちづくり活動の場及び機会の充実に関すること。  
（2）まちづくり活動に資する情報の共有に関すること。   
（3）まちづくり活動を行う団体間の連携の促進に関するこ  
と。   
（4）前3号に掲げるもののほか、まちづくり活動に資する取  
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加された事務である。   
（1）地区住民組織の振興お‡よび住民組織のネットワーク化支  
選   
（2）地区住民福祉活動の支援（平成9年4月～）   
（3）市民集会施設建設にかかる相談および要望等の集約   
（4）戸籍および住民記録業務等の取次ぎ   
（5）地区に係る要望等の収集   
（6）地区のまちづくりに関する施策等の企画および推進に係  
．：：，．川幣   
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開館する」で41．4％）。   
このように、連絡所からまちづくりセンターに改編して一定期間  
が経過した後も、まちづくりセンターの認知度、利用度が高まって  
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申し込みが必要であるため、申し込み時と受け取り時の2回、来所  
























開所したり、開所時間を延長することが可能である。   
センターの職員は、地域が自ら雇用する。人数も地域が決定する  
が、最低3人とし、必ず責任者を配置することとなっている。   
業務については、基本的に、直営のまちづくりセンターが市の業  


























（D自主運営の実施状況   
平成24年1月現在、8地区でまちづくりセンターの自主運営が行  
われている（表1参照）。   
これらの地区は、もともと、まちづくりの意識が高い地区、防災  
などのまちづくりで実篇のある地区、会長が強いリーダーシップを  




地区の名称   する区  主運 開始年月日   
受託団体   磯貝   所管人口   
数  
元町   東区  H20．10．1  元町まちづくり協議会  5人  26．541人   
荘川   両区  H21．1．1  荘川地区連合会   3人  28．272人   
石山   南区  H21．3．1  石山地区まちづくり協議会  4人  10．972人   
真駒内  南区  H21．12．1  真駒内地区連合会   4人  26，306人   
麻生   北区  H22．1．1  札幌市北区麻生まちづくり 協議会  3人  19，288人   
芸術の森地区  南区  H22．1．1  芸術の森地区連合会   4人  10．864人   
月寒  豊平区  H22．4．1  月寒まちづくり協議会  5人  35．617人   
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り協議会」よりも構成団体の数は少ない。   
なお、NPOが構成団体に入っているのは、8地区のうち1地区  
のみ（麻生）である。   
前述のとおり、自主運営化に伴い、地区の裁量で土・日曜の開所  
や開所時間の延長が可能であるが、現在のところ、実施している地  





（卦自主運営の成果と課題   
まちづくりセンターの自主運営化の成果について、札幌市は、次  






















円超の地域交付金を得られるメリットは大きい。   
次に、今後の課題については、次の3点を挙げている。   
第一に、人材の確保が難しい。最近は、65歳、あるいは70歳くら  
いまで働く人も多い。町内会の人材さえ確保できないのに、まちづ  


























































3 世田谷区の「地域行政」について   









































































表2 地域行政の観点からみた区政の現状と問題点  
現状   問題点（「地域行政7つの課題」）   
地域にはいろいろな問題があるが、そ   地域課題の解決（地域の課題は地域で解決  
1  
れを解決するしくみがない   する。そのための澤能、しくみを整備する）   
区の行政サービスを提供するしくみが、   行政サービスの向上（身近なところで絵合  
2  
うまくできていない   的な行政サービスを提供する）   
組織の肥大化と細分化やタテ剖行政が、   行政運営の適正化（地域の機能強化、総合  
3       行政の効率的執行を妨げている   化により本庁姐穐を間繋化、統合化する）   
4   地域の生活環境の保全や向上をはかる  街の整備の推進（現場に近いところで生活   ための、積極的しくみが必要である  環境を整備する）   
地域住民のコミュニティづくりを、支   コミュニティづくり（コミュニティ活動を  
5  捜していくしくみが不足している   進め、自治意識を培い区政参加に導く）   
地域福祉の土壌づくりや、行政側の稔  地域福祉の展開（区民との協働で地域の中  
6   合的対応が必要である  で福祉を進める行政親綴を整備する）   
区民参加を推進するしくみが、まだま  区民参加の推進（できる限り第一線の機関  
7  
だ不足している  で日常的に区民参加を充実させる）   
（出典）世田谷区地域行政検討プロジェクトチーム報告番「地域行政のあり方（要約版）j  
（昭和56年3月）から筆者作成。  














（3）「地域行政」の展開   
①拡充の時代（平成3～13年頃）   
「地域行政」が始まった平成3年度からおよそ10年間は、「拡  











となった。   
また『第2次地域行政推進計画』では「稔合支所が地域特性にあ  
った主体性を発揮できるように、総合支所予算の直接配当を可能な  
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限り拡大する」とされ、これを受けて、土木費などで総合支所長の  
予算編成権限が拡大した。   
出張所についても、取扱い事務を拡充するとともに、区民参加を  
推進する取り組みを行った。  
②「地域行政」の見直しと縮小（平成14年頃～）   
当初、拡充されていった「地域行政」であるが、平成14年噴から  








いう24。いくつかの事務とその理由を挙げてみよう。   
税の滞納整理事務：担当者の減少、専門性の確保の問題や機動力  
の低下等により徴収率が低下したため   
用地買収事務（平成14年度）＝総合支所によっては事務自体がほ  
とんどない状況となったこと、滞納整理同様に職員の専門性の確保  
が困難となったことなどのため   
建築確認事務（平成16年度）：建築基準法改正に伴い、建築確認  
申請の民間確認検査機関への移行により建築確認事務が減少したた  
め   
保育園の入園選考（平成17年度）：総合支所間で選考基準を厳密  
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表3 「地域行政7つの課題」に対する評価と問題点・課題  
地域行政   評価   地域行政制度に伴って生じた  
7つの課題  問題点・課題   
地域課題の  身近な行政課題はほとんど稔  情報不足による本庁の課題解決能力の弱  
解決   合支所で対応が可能になった  体化（本庁の空洞化）   
行政サービ  電算システムの有効活用によ  組織の細分化と地域分散により窓口の格  
2         スの向上  り当初の計画以上に目標達成  差が広がり職月の専門性が低下   
全体の人員増を伴わずに、各  




る組績を整備     適正化  
の行政改革が必要   
地域住民との協働が盛んにな  
市街地再開発事業など高次元の判断が必  




推進  技術職貝が支所に分散してしまうことへ  
進んだ  
の対策が問題に   
従来の地縁的コミュニティの希薄化、テ  
5   コミュニテ  多様な地域活動の展開と区民   ーマコミュニティへの対応、区が実施す  
イづくり  同士のネットワークの広がり   
る施策の絞り込み  
健康づくり活動や子育て支援など、より  
6   
地域福祉の  身近な地域で稔合的な保健福   身近な地区での区民との協働の展開が課 題   展開  祉サービスを提供   
区民と区との物理的・心理的  区民参加は町会・自治会に大きく偏重し  
7   
区民参加の  
な距離が縮まり、パートナシ  ており、新しい市民活動の参加を得るこ  
推進  
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表4 予算額の変遷  
（単位：百万円）  
15年度  16年度  17年度  18年虔  19年度  20年度  21年度  22年度   
全体  207，332  229，131  208，714  214．818  226．434  235，409  241，708  249，093   
総合  22，437  22，971  20，195  4．268  4，611  7，304  3，755  3，400   
支所  （10．8％）  （10．0％）  （9．7％）  （2．0％）  （2．0％）  （3．1％）  （1．6％）  （1．4％）   
（出典）世田谷区から提供された資料による。人件費を含む。  
表5 総合支所の職員数の変遷  
平成3年度   平成17年度   平成22年度   
職員総数   5，990人   5565人   5，113人   
うち総合支所  1，225人（20．5％）  1，309人（23．5％）  956人（18．7％）   
うち出張所   329人（5．5％）  219人（3．9％）   221人（4．3％）   
課長級職員   100人   123人   126人   
うち総合支所  25人（25．0％）  31人（25，2％）   26人（20．6％）   
部長級職員   41人   55人   49人   
うち総合支所   5人（12．2％）  23人（41．8％）   10人（20．4％）   
（出典）世出谷区から提供された資料による。  
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（卦出張所改革   
総合支所の事務および組織の見直しと並行して、出張所の見直し  
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市町村の支所・出張所改革（武剛  
策定準備に入ることから、改めて地域行政制度のあり方について検  



















































・札幌市市民まちづくり局市民自治推進室持L幌市のまちづくりセ   
ンター』2010年4月更新版。  
・札幌市市民まちづくり局市民自治推進室『まちづくりセンター地  
域自主運営について』 （平成23年度まちづくりセンター地域自主  
運営近況報告会説明資料）、2011年7月25日。  
・札幌市教育委員会編『新札幌市史 第5巻通史5（上）』札幌  
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市、2002年。  
・札幌市教育委員会編『新札幌市史 第5巻通史5（下）』札幌   
市、2005年。  
・地方自治百年史編集委員会編F地方自治百年史 第1巻』地方自   
治法施行四十周年・自治制公布百年記念会、1992年。  
・地方自治百年史編集委員会編『地方自治百年史 第2巻』地方自   




2 内務省r改正地方制度資料第2部j1947年による。  
3 行実昭和33年2月26日自丁行発第36号。  
4 通達昭和22年11月19日地発乙885号。  
5 松本英昭ー新版 逐条地方自治法（第4次改訂版＝学陽書房、2007年、495  
頁。  
6 松本、前掲書、493～494頁。  
7 札幌市r区の目指すべき方向性J平成13年、14頁。  




9 札幌市、前掲香、31頁。  
10 札幌市、前掲番、14頁。  
11札幌市、前掲書、25頁。  
12 札幌市、前掲書、14頁。  
13 上田市長のウェブサイト「上田文雄のウェブマガジン」上に掲載されてい   
る「2003年の選挙で約束したこと」の「基本姿勢3」より（http：／／www．  
uedafumiojp／yakusoku．html）。  
14 上田市長のウェブサイト「上田文雄のウェブマガジン」に掲載されている「札   
幌元気ビジョン」より（http；／／www．uedafumio．jp／vision．html）。  
15 上田市長のウェブサイト「上田文雄のウェブマガジン」上に掲載されている   
「2007年うえだの約束」（http：／／www．uedafumi0．jp／yakusoku2007．html）の  
「2 人の力を活かす街」より。  
16 まちづくりセンターが設置されている87地区のうち33地区を対象とし、当該区   
域内に居住する18歳以上の住民を住民基本台帳から無作為抽出し、調査票を   
郵送配布・郵送回収した。調査期間は平成22年8月から9月。配布数は7．502   
票、回収数は3．124票（回収率41．6％）。その結果は、r平成22年度 緊急雇用  





17 このうち、南区役所に併設されている真駒内まちづくりセンターでは、諸証明  
発行は取り扱っていない。  
18 札幌市「平成20年皮まちづくりセンター別諸証明取扱件数調」による。区の出  
張所2か所をのぞく85か所のまちづくりセンターが対象である。  
19 平成23年2月3日に、札幌市市民まちづくり局市民自治推進室市民自治推進課  
市民自治推進係に対して行ったヒアリング調査時の聞き取りによる。  




22 世田谷区地域調整室調整課「せたがや一地域行政のあゆみ」平成5年、22頁。  
23 霜村、前掲論文、22頁。  
24 霜村、前掲論文、25頁。  
25 世田谷区『世田谷区政策評価委員会全事業点検報告書」平成16年2月、26頁。  
26 世田谷区、前掲報告書、15頁。  
27 霜村、前掲論文、27頁。  
28 27，170件をまちづくりセンター20か所で除し、さらに年間稼働日240日で険し  
た値（27，170件÷20か所÷240日＝5．66件）による。  
29 平成23年9月1日に、世田谷区政策軽骨部政策企画課政策企画担当係に対して  
行ったヒアリング調査時の聞き取りによる。  
30 選挙公報および確認団体チラシに掲載。  
31世田谷区議会の平成23年第2回定例会の会議録（6月13日）より。  
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